
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 平成 24 年 1 月 1 日から平成 26 年 12 月 31 までの間に、父母や祖父母など直系尊属からの

贈与により、自己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築、若しくは取得又は増改築などの対

価に充てるための金銭（以下「住宅取得等資金」といいます）を取得した場合において、一定

の要件を満たす時は、下記表の非課税限度額までの金額について、贈与税が非課税となります。 
    
※受贈者ごとの非課税限度額 

  平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

省エネ等住宅（注） 1,500 万円 1,200 万円 1,000 万円 

上記以外の住宅 1,000 万円 700 万円 500 万円 

   （注）「省エネ等住宅」とは････省エネ等基準（省エネルギー対策等級 4 相当である事、 
      耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）2 以上若しくは免震建築物である事を言いま

す）に適合する住宅用の家屋 
 
 ここで更にお得な情報を。 
 「住宅取得等資金の非課税」枠に加え、「相続時精算課税制度」を併用する事が出来ます。 
 そうすれば更に 2,500 万円までの贈与であれば贈与税は課税されません。 
 ただし、「住宅取得等資金の非課税」枠分については将来も非課税ですが、「相続時精算課税 
制度」分については相続時（贈与者が亡くなったとき）に相続税で精算される事になります。 
 とは言っても、贈与税は相続税よりも税率が高いので、一般的には贈与税で課税されるより 
も、相続時精算課税制度を選択したほうが現時点では有利になります。 
 又、「相続時精算課税制度」は、住宅取得等資金以外の場合、65 歳以上の親から 20 歳以上 
の子供への贈与である事が要件となっていますが、住宅取得等資金の場合は特例で親の年齢制 
限はありません。 
 この特例が今回の税制改正で三年延長されたので、是非有効活用して頂きたいと思います。 
 しかし、この「相続時精算課税制度」の適用を受ける贈与者からの贈与については、従来か 
らある「暦年課税（贈与税の基礎控除 110 万円）」の利用は出来ませんし、この制度を選択し 
た後で暦年課税への移行は不可能ですので、しっかりとした検討が必要です。 



 
 
 
 非課税を申請する受贈者は、次の要件を満たす事が必要です。 
 

① 贈与時に日本国内に住所を有していること（特例有） 
② 贈与時に贈与者の直系卑属であること 
③ 贈与年の 1 月 1 日において、年齢が 20 歳以上であること 
④ 贈与年の合計所得金額が 2,000 万円以下であること 
⑤ 贈与年の翌年 3 月 15 日までに住宅取得等資金の全額を充てて住宅用家屋の新築若し

くは取得又は増改築等をすること 
⑥ 贈与年の翌年 3 月 15 日までにその家屋に居住すること又は、同日後遅滞なくその家

屋に居住することが確実であると見込まれること 
 
  
 
 
 非課税の対象となる家屋は、次の要件を満たすものとします。 
 
 【住宅を新築し、又は取得する場合】 

① 新築又は取得した住宅の床面積（マンションなどの区分所有物の場合はその専有部

分）が、50 ㎡以上 240 ㎡以下で、かつ、その家屋の床面積の 2 分の 1 以上に相当

する部分が、受贈者の居住の用に供されるものであること 
② 取得した住宅が次のいずれかに該当すること 

イ. 建築後使用されたことがない住宅用家屋 
ロ. 建築後使用されたことのあるもので、その取得日以前 20 年以内（耐火建築物の

場合は 25 年以内）に建築された住宅用家屋 
ハ. 建築後使用されたことのあるもので、地震に対する安全性に係わる基準に適合

した住宅用家屋（耐震基準適合証明書や住宅性能評価書により証明されたもの） 
 
 【増改築をする場合】 

① 増改築後の床面積（マンションなどの区分所有物の場合はその専有部分）が、50 ㎡

以上 240 ㎡以下で、かつ、その家屋の床面積の 2 分の 1 以上に相当する部分が、受

贈者の居住の用に供されるものであること 
② 増改築などの工事が、自己が所有し、かつ、居住している家屋に対して行われたも

ので、一定の工事（注）に該当するもの（確認済書や検査済書又は増改築等工事証

明書により証明されたもの） 
    （注）増築・改築・大規模の修繕又は模様替え、現行の耐震基準に適合させる

ための修繕や模様替え等 
③ 増改築工事等の工事に要した費用の額が 100 万円以上であること 

 
 ざっとではありますが要件をまとめてみました。 
 他、確定申告時の必要書類や手続きの方法、更に詳しい内容等は、お気軽に弊社までお問い

合わせください。 
上記制度は、H24．1／1～H26．12／31 までの贈与が対象ですので、利用される方は早め

の検討をお薦めします。 



 
 

地球温暖化や電力不足が叫ばれる今、家計のためにも取り組んでみよう 

 

 

 【断熱効果】 

   ★窓に断熱シートを張る 

   ★暖房時には厚手のカーテンを閉める 

   ★床に断熱シートやカーペットを引く 

   ★隙間テープなどを活用して隙間風を防ぐ 

 

 【暖房器具】 

   ★寒冷地以外の地域では、ストーブ・ファンヒーターではなくエアコンで暖房する 

   ★エアコンのフィルターは定期的（二週間に一度程度）に掃除する 

   ★炬燵や電気カーペットなど、効率の良い部分暖房を活用する 

   ★暖房時に部屋のドアや襖を閉め、暖房範囲を小さくする 

   ★暖房機器の温度設定を控えめ（目安は 20℃・弱運転等）にする 

   ★扇風機などを使い、天井付近の暖かい空気を室内に循環させる 

   ★暖房の使用時間を可能な限り短くする（外出 30 分前に消すなど） 

    （但し、こまめな入切はかえって電気を消費するので避ける） 

 

 【電化製品】 

   ★照明やテレビを点けっぱなしにせず、使用時間を可能な限り短くする 

   ★テレビは必要以上に画面を明るくしないよう輝度を調節する 

   ★テレビの電源はリモコンではなく本体の主電源を切る 

   ★オーディオ機器や DVD・BD レコーダーは使用後電源を切る 

   ★電気ポットや炊飯ジャーの保温をやめる 

   ★冷蔵庫の温度設定は「弱」にし、扉の開閉時間減、食品の詰め込みすぎに注意 

   ★冷蔵庫の設置場所はコンロ近くや直射日光の当たる場所を避け、背面を壁から離す 

   ★食器洗い乾燥機は乾燥機能をなるべく止め、自然乾燥する 

   ★掃除はほうきやモップを使用 

   ★掃除機を使う場合、紙パックは早めに交換し、フィルターはこまめに掃除する 

 

 【その他】 

   ★重ね着などにより暖かくする 

★湯たんぽやひざ掛けなどを活用する 

   ★暖房便座の温度設定を下げ、使わない時は便座の蓋を閉める 

   ★節水コマや節水シャワーヘッドを取付け、使用水量・湯量を減らす 

   ★お風呂には家族が続けて入り、追い炊きや足し湯をしないようにする 

   ★圧力鍋などを活用し調理時間を短くする 

   ★白熱電球を電球蛍光ランプや LED 電球に交換する 

 

 

 

あまりお金を掛けず、簡単に出来るものを集めてみました。是非実践してみてくださいね。 



 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  


